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研究成果の概要（和文）：従来の経済学においては個人の経済行動を説明する基本原理として、効用最大化仮説
および利潤最大化仮説が支配的であったが、こうした仮説では現状および将来の社会保障政策や所得再分配制度
の基礎としては十分ではない。なぜならば年金や公的扶助制度を維持しようとする社会的合意は利達成・互恵
性・不平等回避といった社会的選考の上に成立していると考えられるからである。そこで本研究では社会的選考
を有したモデルを公共財の自発的供給を用いて構築した。その結果、どのような所得再分配政策を行えば厚生水
準を高めることができるのか、個人の利得を最大とする所得分布と公共財供給の手番との関係をそれぞれ明らか
にすることができた。

研究成果の概要（英文）：In traditional economics, Homoeconomic assumption (utility maximization 
hypothesis and profit maximization hypothesis) is dominant as a basic principle. However, it is not 
sufficient as a principle of social security and income redistribution system. This is because the 
social agreement trying to maintain the pension and the social welfare system is based on the social
 preferences such as altruism, reciprocity, and inequality aversion. Therefore, we construct the 
model which involving the social preferences by employing the voluntary provision of public goods. 
As a result, we show the way of income redistribution which enhances the level of social welfare. 
Further, we also show the relationship between the strategy of voluntary provision of public goods 
and income inequality.
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１．研究開始当初の背景 
 
我国の人口構造が少子高齢化へと急速に

進展するなか、社会保障制度の(1)維持可能性、
(2)負担のあり方に関する関心が急速に高ま
っている。特に人口構造が高齢化するに従い、
所得・消費水準の不平等が拡大してゆくこと
が知られているため、社会保障制度を通じた
所得再分配制度の強化が求められている。 
従来の経済学においては、個人の経済行動

を説明する基本原理として、ホモ・エコノミ
カス仮説（効用最大化仮説および利潤最大化
仮説）が支配的であった。しかしながら、ホ
モ・エコノミカス仮説だけでは、現状および
将来の社会保障政策や所得再分配政策の制
度設計の基礎としては十分ではない。なぜな
らば、年金制度や公的扶助制度を維持しよう
する社会的合意は、世代間の連帯（「世代と
世代の助け合い」）や同情という素朴な感情
が基礎にあると考えられるからである。しか
しながら、このような素朴な感情は、近年ま
で経済分析の研究対象として扱われてこな
かった。近年、実験経済学・行動経済学の発
展により、利他主義、互恵性、不平等回避、
連帯感、道徳的選好などの性向が人々の経済
行動に大きな影響を持っていることが次第
に明らかになってきている。このような他人
をも配慮する選好は社会的選好と呼ばれて
いる。たとえば、不平等回避性向とは、集団
内の平等の程度を増加させるために、自分自
身の利得を減少させるような社会的選好で
ある。こうした社会的選好は個人の行動原理
というよりも家計構成単位（親子・夫婦・兄
弟）の行動原理としてより適切なものである
と考えられる。なぜならば、家族とは、各家
計の構成単位が利他主義・互恵性をベースと
して形成された最小の社会単位であり、同時
に介護や子育てという家計内公共財を供給
する経済主体であるからである。また、今日
実施されている社会保障政策は個人を対象
とするよりも、家族を対象として実施される
場合がほとんどであるにも関わらず、これま
での経済分析において家族を分析の対象と
した研究はほとんど実施されてこなかった。
それ故に、時代に即した社会保障制度の制度
設計を実施するためにも、家族を経済の基本
原理とした新しい経済分析が喫緊に求めら
れている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、より現実的な社会保障政策の

制度設計の足がかりをつかむため、従来のホ
モ・エコノミクスモデル（効用最大化仮説
および利潤最大化仮説）に代え、社会的選
好を持つ家計内構成員（夫婦・親子・兄弟）
からなる家族を想定し、そのような家族を
集計化した経済モデルを構築する。そして、
社会的選好を持つ家族間の所得不平等を改
善する望ましい社会保障政策の制度設計を

目的とする。特に、社会的選好を持つ家計
内構成員が家計内公共財を供給する場合に、
①社会的選好が家計内資源配分や社会保障
制度の制度設計にどのような影響を与える
のか、②社会保障制度の変更（児童手当の
支給・配偶者の所得税控除等を含む所得再
分配政策の変更）が社会厚生にどのような
影響を与えるのか、をそれぞれ明らかにす
ることを目的とする。 

 
３．研究の方法 
 
本研究ではまず、個人間の所得分布があ

る経済を想定し、その経済において、個人
が自発的に公共財を供給していると仮定し、
公共財の自発的供給メカニズムと社会的選
好を考慮したモデルを構築した。そのうえ
で、[A]：どのような所得再分配を行えば社
会厚生を高めることができるのか、[B]：所
得分配が公共財の自発的供給のタイミング
にどのような影響をあたえるのか、に焦点
をおきモデルを拡張した。それぞれの研究
における具体的な研究方法は以下の通りで
ある。 
[A]: 2 人の個人の間で公共財の自発的供給
が行われる経済を想定し、個人間の所得分
布が個人の間での公共財の自発的供給にど
のような影響を与えるかを明らかにするた
め、まず、公共財の数が１財であるもとで、
(a)各個人間の効用が同質である場合、(b) 
各個人間の効用が異質な場合を分析し、そ
して、公共財の数が複数であるもとで、(c) 
各個人間の効用が同質である場合、(d) 各
個人間の効用が異質である場合のそれぞれ
について、分析を行った。そののちに、基
本モデルに社会的選好を導入し家族のモデ
ルに拡張し、同様の分析をおこなった。 
[B]: 所得分布が公共財の自発的供給のタ
イミングに与える影響を分析するため、公
共財供給を同時手番・逐次手番のそれぞれ
において分析した。具体的には、まず、[A]
の分析と同様に、まず、公共財の数が１財
であり、各個人間の効用が異質であるモデ
ルを基本モデルとし、各個人がおのおのの
所得分布のもとで、相手の行動を読み込ん
だうえで、どのような公共財供給をおこな
えば個人の効用水準が高められるかを分析
した。そして、公共財供給を複数にするこ
とによって基本モデルを拡張し、公共財を
それぞれどのようなタイミングで供給すれ
ば個人の効用水準を高めることができるの
かを同時手番、複数公共財の逐次手番によ
り分析をおこなった。 
 
４．研究成果 
 
本研究に関する[A]～[B]の研究成果は以下の
通りである。 
[A]: これまで、公共財の自発的供給が行わ
れる経済における厚生分析では、どのよう



な公共財を供給すれば社会厚生が改善する
かといった議論が主流であり(Bergstrom, 
Blume and Varian (1986), Boadway and 
Hayashi (1999)）、所得再分配政策に関し
てはあまり注目されてこなかった。そうし
た中、Itaya et.al (1997)は公共財の自発的
供給が行われる経済においては、不平等促
進政策が社会厚生水準を高めるということ
を明らかにした。歴史的にみてもレーガン
政権、サッチャー政権においては、トリク
ルダウン効果を期待し、大企業や富裕層へ
の経済支援（所得再分配促進政策）がおこ
なわれてきた。しかしながらこうした政策
は期待される成果を遂げることはできず、
富裕層とその他の人々との所得格差の拡大
を助長させることとなり、所得平等促進政
策に対する期待が高まるとともに、その理
論的裏付けが期待されている。そこで本研
究は、Itaya et al (1997)をベースにし、ど
のような公共財を供給すれば、所得平等促
進政策が経済厚生を高めるのかを理論的に
明らかにした。Itaya et al. (1997) の理論
的背景は、個人の所得格差が大きい時には、
公共財供給に関する中立命題が成立しない
ため、所得再分配政策が社会厚生を高める
効果を有するが、本研究では、この結果は
公共財が１つの場合のみ成立する結論であ
り、公共財を複数にした場合の理論モデル
を構築した。その結果、本稿では以下の２
点を明らかにすることができた。最初の点
は、所得平準化政策は社会厚生水準を高め
るという点である。次に、所得不平等促進
政策は、個人が他人に対して利他性を有し
ている場合には効果をもたないという点で
ある。 
[B]:公共財の自発的供給において公共財供給
の逐次手番ゲームは同時手番ゲームよりも
過少供給となること、そして、逐次手番ゲー
ムにおいては、最初に供給する個人は高い利
得を得ることが出来るが、２番目に供給する
個人の利得は低くなるということが知られ
ている。所得の不平等があるもとでの公共財
供給においては、研究結果[A]で示した通りで
あるが、異なる所得分布のもとで、公共財供
給のタイミングが利得にどのような影響を
与えるかについてはあまり研究がされてこ
なかった。そこで本研究では、異なる所得分
布のもとでの公共財供給の方法と個人の利
得の関係を明らかにした。その結果、次の３
点について明らかにすることができた。まず、
所得格差が極端に大きいときには、公共財の
供給タイミングが個人の利得水準には全く
影響を与ないこと、つまり、所得格差があま
りにも大きい時には、個人の効用の異質性は
公共財供給には全く影響を与えないという
ことを明らかにした。次に、所得の不平等が
徐々に緩和されてくると、公共財供給の同時
手番ゲームと逐次手番ゲームが選択される
ようになる。しかし逐次手番ゲームは、公共
財に対する選考の強い個人が後に公共財を

供給する場合にのみ選択されることを明ら
かにした。最後に、個人の所得格差が比較的
平等な場合は、同時手番ゲームを選択すると
各個人の利得水準が高まることを明らかに
した。複数の公共財供給に拡張した分析にお
いても、単一の公共財供給と同様の結果をえ
ることを明らかにした。 
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